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　ＦＩＴはヨーロッパで主に実績を上げた制度であるが、アメリカでは、TAX Equityという制度が一般的である。TAX Equity (タックス・エクイティー)？　耳慣れない言葉である。これに関する解説は専門家にお任せした。ある民間企業にエンジニアとして勤めながら、アメリカのビジネス税制、とくに非法人（unincorporated）のビジネス主体（entity）の税制が有する「Innovation促進力」を研究している、齋藤旬さん（経済産業研究所コンサルティング・フェロー、東京大学先端科学技術研究所客員研究員）にお任せした。

（以下二頁、******まで齋藤旬さん記述。）

ＦＩＴが「需要」を創出することによって、供給や技術開発を促すことを目的とすることに対し、Tax　Equity は再生可能エネルギーによる発電設備への投資に対して、税金を優遇することにより、リターンを向上させ、投資即ち「供給」を強力に後押しする制度である。

　太陽光や風力発電を使った発電所（メガソーラーなどの発電設備）を計画した際に、技術が発達中であることから、採算が合わないということになってしまう。投資が行われなければ、技術開発もスローなまま、技術的に発電コストを下げることが出来ないし、メーカーもスケールメリットを発揮できるような生産が出来ない。結局、いつまでたっても、ビジネスとして太陽光発電や風力発電を始めようという人が現れないだろう。

　設備投資を促す際に、よく税額控除や所得控除による減税という手法がとられるが、もともと不採算の事業は、税金を払っていないので、この様な減税のメリットは効果がない。従って、不採算事業では設備投資を促す効果がない。
「必要は発明の母」。アメリカのような慣例法の世界で必然的に自然発生した制度が、タックス・エクイティー投資である。タックス・エクイティー投資とは、他に課税所得を持つ投資家が、或るパススルー主体（註）から「税額控除」ないし「所得控除」をパススルーしてもらうことを条件にそのパススルー主体に投資することを言う。タックス・エクイティー投資家は他に課税所得を持つのであるから、パススルーされた「税額控除」ないし「所得控除」による減税のメリットを享受できる。従って、不採算事業でも設備投資が促進される。
この様な「減税のパススルー」のほかにもう一つ。タックス・エクイティー投資を成立させるに必要な条件がある。それは、日本の税制を根本から揺るがすことなのだが、発生主義会計でない「税務会計」。すなわち、「投資」に対し即時に「費用」を認識してくれる税務会計を、日本に新たに導入する必要がある。
発生主義会計とは、「ストック」を表す貸借対照表（B/S）と、「フロー」を表す損益計算書（P/L）という複式帳簿からなる会計手法であり、日本（および世界中の）法人所得税務会計でこの発生主義会計が強行法規定となっている。
発生主義会計では「投資」は直ぐには「費用」を発生しないと認識する。発生主義会計では、「投資」後、例えば10年20年にわたる減価償却で「費用」が発生すると認識する。従って「投資」に対して即時の「税額控除」ないし「所得控除」を付与することは出来ない。
実は、「投資は直ぐには費用を発生しない」という原則は「国家の徴税権」の根幹を成す。何故ならば、この原則が無いと民間事業者は「利益」を投資に回し続ける。投資よる「費用」で「利益」を相殺し続ける。「利益」が出ないことになる。つまりその民間事業が発展段階にあり潤沢な再投資を必要としている間は、税金を納めないことになるからである。
日本人には驚くべき事だが、実は米国だけでなく、欧州・中国・韓国など日本を除く世界各国では、このタックス・エクイティー投資の様に、非法人事業主体（unincorporated entity）に関する税法を進化発展させて、法人税制という従来の枠組みでは不可能だった「投資の税優遇策」を開発し、様々な設備投資・研究開発投資の促進が盛んに行われている。
諸外国では「国家の徴税権が及ぶ事業と及ばない事業」、つまり「国家によって発展をコントロールすべき事業とそうでない事業」の峻別が進んでいる。日本も一日も早くこのことに気づき、本当の意味での税制抜本改革を始めなければならない。
（註）　なお、「パススルー主体：Pass through entity」は、日本には無い税務概念である。それは「正式な事業体なのに税務上は考慮されない事業主体」という矛盾概念（Oxymoron）である。「パススルー」は主に二つのことを意味する。一つ目は、「パススルー主体には何らかの会計手法((例えば上記の「発生主義会計」((が強行法規定とされることはない」ということ。パススルー主体の税務会計手法は自由に選んで良い。このことを会計自由（freedom of accounting）という。二つ目は「（一般にはPartnershipと呼ばれる）パススルー主体の利得・損失がそのContributor（中国語で、捐資者）であるPartnerの所得に付け替えられること」を意味する。つまりパススルー主体（Partnership）は課税されない。Partnerが課税される。
さて、この様に、タックス・エクイティー投資は日本では馴染みの無い制度である。発生主義会計をビジネス主体の税務会計として強行法規定する日本の制定法税体系のままでは実現不可能との指摘もある。しかしながら、米国で再生可能エネルギーの供給のために、広く使われている手法である。

　これから風車・太陽光発電設備を建てようとする個人、ビジネス事業体が、減税の恩典を、市場で投資家にあらかじめ交換取引するのである。「減税権」を、計画段階で取引することによって、事業の開始に必要な元手を確保できる。

　いわゆるオバマのリカバリープランとして有名な、米国再生再投資法（ARRA 2009）のうち、第1603項に規定される、再生可能エネルギー促進税制（「1603プログラム」という。）について、成果をまとめたレポートが発表された。

　それによると、2009年からの2011年2月までの間に、

・7180件のプロジェクトが減税対象

・減税額は、計64億ドル（約5,400億円）

・投資誘発額は、計216億ドル（約1兆8,000億円）

・発電設備容量は、9.7GW

の成果を挙げている。うちわけとして、太陽光発電が6,775件、風力発電が287件、バイオマスが30件、地熱が34件、その他が54件となっている。

　日本の状況と比較すると、短期間に「目を見張る」ような成果を挙げていると言える。しかも、これらの事業は、いわゆる地元の企業や、農業者団体、地元住民が組成した投資組合などが大きな割合を占めていて、オバマリカバリープランが意図したような、地域経済の底上げや雇用創出効果も生んでいると看做されている。

　再生可能エネルギー事業は、新しいビジネスとして、定着してきているのである。
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